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要旨：せん断スパン比（以下，a/d）が1.0および1.5であるディープビームを対象に，主筋の付着と有効高さ，

支圧面積をパラメータにして載荷試験を行った。その結果，主筋の付着を除去して斜めひび割れ発生位置を

制御し，ストラット幅を拡大させた場合，a/dが1.5の試験体に関してはせん断耐力が向上することを確認した。

また，a/dが1.0の場合のせん断耐力は主筋の付着の有無によらずほぼ同じであり，寸法効果の程度はa/dが1.5

の場合よりも小さかった。さらに，支圧面積をパラメータとしたa/dが1.0である試験体の載荷試験より，支圧

応力とせん断耐力との関係についても検討した。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート部材のせん断耐力は，断面寸法が大

きくなるほど相対的に低下することが既往の研究より

明らかとなっている。特に，a/dが小さいディープビーム

の場合，破壊時に荷重作用点や定着部に極めて大きな力

が作用するため，支圧破壊や定着破壊がせん断破壊より

も先行して起こり，耐力が著しく低下する可能性が高く

なる1)。したがって，ディープビームの寸法効果に関し

て検討する場合，破壊形態が確実に同一となるような試

験体水準において実験を行う必要がある。寸法効果に関

する実験はこれまでに数多く行われており，大型ディー

プビームを対象とした実験例も少なくない。例えば，幸

左ら2)は有効高さを300mmから1400mmまで変化させた，

a/dが1.5であるディープビームを対象に載荷試験を行い，

せん断耐力と有効高さおよびストラット幅との関係に

ついて検討している。別の研究3)では，ストラットの輪

郭を成す斜めひび割れの経路に着目し，ディープビーム

のせん断耐力を理論的に評価する方法を示している。 

そこで本研究では，有効高さや断面幅，主筋のかぶり

に至るまで寸法割合を同一とした試験体を作製し，支圧

破壊や定着破壊が生じない載荷水準において実験を行

い，寸法効果の程度をa/dが1.0と1.5の場合において比較

した。また，主筋の付着を除去して斜めひび割れの進展

経路を制御した場合のせん断耐力の差異についても検

討した。さらに，断面幅や載荷点数が異なるa/dが1.0で

ある試験体に関しても載荷試験を行い，支圧応力とせん

断耐力との関係についても検討した。以上の検討を総合

して，斜めひび割れがディープビームのせん断耐力の寸

法効果に及ぼす影響について考察した。 

2. 試験体概要 

 表－1に試験体概要を示す。試験体は，a/dが1.0および

1.5である矩形断面はりであり，主筋の付着と有効高さ，

支圧面積をパラメータとした計17体である。試験体の作

製にあたっては，断面幅が50mmである4体の試験体に限

り，打設方向を断面幅方向とした。その他の試験体は，

打設方向を載荷方向と同一にした。なお，粗骨材の最大

寸法はすべての試験体において25mmとした。表－1に示

す各試験体のコンクリートの圧縮強度および弾性係数

は，載荷試験当日に3本の円柱供試体から測定した値の

平均値である。No.1からNo.12の試験体に関しては，載荷

時に支圧破壊がせん断破壊よりも先行して起こらない

ようにするため，断面幅bと有効高さdとの比b/dは，0.25

で統一した。なお，後述の最大せん断力の実験値から計

算される支圧応力の値は表－2に示すように，No.1から

No.12のいずれの試験体においてもコンクリートの圧縮

強度より小さい値であった。また，主筋のかぶりcは，断

面幅bの0.5倍とした。主筋には降伏強度が1100N/mm2以

上の異形PC鋼棒を使用し，試験体が可能な限りせん断破

壊するようにした。主筋の本数は1本あるいは2本とし，

主筋比はすべての試験体において約0.6%に統一した。主

筋の付着の除去は，主筋の表面に厚紙を巻き，その周り

にテフロンシートを巻き付けることによって行った。な

お，スパン内で曲げひび割れが分散するのを防ぎ，かつ，

支点近傍において付着・定着破壊が生じないようにする

ため，主筋の付着を除去する区間はスパンlの0.8倍の範

囲とした。有効高さが200mm，400mmの試験体に関して

は端部の増圧補強を行い，定着破壊を防止した。有効高

さが800mmの試験体に関しては，試験体端部でネジふし
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形状の主筋をボルトで固定した。各試験体の端部の状況

は，写真－1に示すとおりである。 

 

3. 実験概要 

 図－1に実験概要を示す。載荷形式は2点単純支持，1

点載荷あるいは2点載荷とし，試験体が破壊に至るまで

除荷を行わずに静的載荷した。載荷は，容量1000kNの手

動油圧ジャッキおよび容量2000kNのアクチュエータに

よって行った。No.1からNo.12の試験体に関しては，載荷

時の支圧応力が同じになるように，支点部と載荷点部に

設置する支圧板の幅rと有効高さdとの比r/dは，0.25で統

一した。試験体が破壊に至るまで，荷重と試験体両側面

の中央変位，支点変位を測定した。また，ひび割れの進

展状況を試験体側面において観察した。 

 

4. 実験結果および考察 

4.1 耐荷性状 

No.7，No.10，No.11を除く試験体がせん断破壊した。

なお，すべての試験体において主筋は降伏しなかった。

図－2に有効高さが800mmの試験体に関する破壊に至る

までの荷重と中央変位との関係を示す。なお，図中の中

央変位は支点変位を差し引いた補正値である。図－2に

示すように，a/dが1.0の場合には，最大荷重および最大

荷重時の変形量は主筋の付着の有無によらずほぼ同じ

であった。一方，a/dが1.5の場合には，主筋の付着がな

    

(d=200mm，400mm)          (d=800mm) 

写真－1 試験体端部の状況 
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図－1 実験概要（2点載荷の場合） 

 

い試験体の方が最大荷重および最大荷重時の変形量が

大きかった。有効高さが200mm，400mmの試験体に関し

ても，a/dが1.0および1.5のそれぞれの場合において，有

効高さが800mmの場合と同様の傾向を示した。 

表－1 試験体概要 

圧縮強度
f' c

(N/mm2)

弾性係数
E c

(N/mm2)

降伏強度
f y

(N/mm2)

弾性係数
E s

(N/mm2)

本数
n

(本)

主筋比
p w

(%)

No.1 B2-1.0
(50-II)

200 50 22.6 22100 1360 200000 1 0.64

No.2 B4-1.0 400 100 29.2 28300 1400 202000 2 0.62
No.3 B8-1.0 800 200 27.1 27000 1159 200000 1 0.64
No.4 UB2-1.0 200 50 23.2 23400 1360 200000 1 0.64
No.5 UB4-1.0 400 100 29.2 28300 1400 202000 2 0.62
No.6 UB8-1.0 800 200 26.6 28600 1159 200000 1 0.64
No.7 B2-1.5 200 50 36.8 33300 1360 200000 1 0.64
No.8 B4-1.5 400 100 33.6 32200 1400 202000 2 0.62
No.9 B8-1.5 800 200 26.9 29800 1159 200000 1 0.64

No.10 UB2-1.5 200 50 36.8 33300 1360 200000 1 0.64
No.11 UB4-1.5 400 100 34.9 33500 1400 202000 2 0.62
No.12 UB8-1.5 800 200 26.7 29800 1159 200000 1 0.64
No.13 50-I 50 29.8 31000 1360 200000 1 0.64
No.14 100-I 100※) 29.8 31000 1400 202000 1 0.62
No.15 200-I 200※) 29.6 31400 1400 202000 2 0.62
No.16 100-II 100※) 27.5 26800 1400 202000 1 0.62
No.17 200-II 200※) 28.2 27400 1400 202000 2 0.62

1.5

無
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4.2 ひび割れの進展状況 

 図－3と図－4に有効高さが800mmである試験体のひ

び割れの進展状況を示す。図－3および図－4に示すよう

に，スパン全域の8割の区間において主筋の付着を除去

した場合，a/dが1.0および1.5の試験体に共通して，曲げ

ひび割れは1本のみ発生した。また，主筋の付着を除去

した試験体の方が，斜めひび割れ発生位置がスパン中央

寄りにシフトしていることがわかる。この場合，載荷点

と支点とを結ぶストラット部のコンクリートは比較的

広範囲で健全であり，圧縮力を負担するストラットの有

効幅は主筋の付着を有する場合よりも大きいと考えら

れる。なお，有効高さが200mmの場合を除くせん断破壊

したすべての試験体において，最初に発生した斜めひび

割れは直ちに試験体の上部，下部に進展することはなく，

脆性的な破壊には至らなかった。 

4.3 寸法効果 

 表－2に載荷試験結果を示す。また，図－5および図－

6にa/dが1.0および1.5である場合の耐力比と有効高さと

の関係をそれぞれ示す。ここで耐力比とは，最大せん断

力の実験値を計算値で除した値である。なお，最大せん

断力の実験値は最大荷重の0.5倍とし，最大せん断力の計

算値は，主筋の付着の有無に関わらず，すべての試験体

において式(1)によって求めた。式(1)は支圧板の幅の影響

を考慮し，かつ，寸法効果の程度を考慮していないディ

ープビームのせん断耐力算定式4)である。式(1)中の値は，

表－1に示すとおりである。 

 

( ) ( ){ }
( )

db
da

drpf
V wc

u ⋅⋅
+

⋅+⋅+⋅′
⋅= 2

3
2

/1

/33.311
244.0  (1) 

 

図－5に示すように，a/dが1.0である場合のせん断耐力

に関する寸法効果の程度は，主筋の付着の有無によらず

小さい。したがって，支圧破壊や定着破壊が生じない試

験体水準において，断面寸法や材料の構成要素といった

寸法効果に与える影響因子を可能な限り相似にして実

験を行った場合，スレンダーなはりで確認されているよ

うな著しい寸法効果は起こらないといえる。 

図－6に示すように，a/dが1.5である場合のせん断耐力

に関する寸法効果の程度は，主筋の付着を有する試験体

では大きく，主筋の付着がない試験体では小さい。 

上記の結果を換言すれば，主筋の付着がある場合はa/d

のわずかな増加によって寸法効果の影響が顕著になる

のに対し，主筋の付着がない場合にはa/dによらず寸法効

果の影響は割合小さいといえる。この原因として，主筋

の付着の有無による斜めひび割れの進展経路の違いが

考えられる。 
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図－2 荷重と中央変位との関係 

 

 

 

図－3 ひび割れの進展状況（a/d=1.0） 

 

 

 

図－4 ひび割れの進展状況（a/d=1.5） 

 

図－3と図－4に示したように，斜めひび割れには曲げ

ひび割れから移行したものとウェブから進展したもの

の2種類が存在する。このうち，曲げひび割れから移行

した斜めひび割れを起点に破壊が生じたB8-1.5試験体に

関しては，図－6に示すように著しい寸法効果が生じた。

この場合，斜めひび割れはストラットの輪郭を成すので，

ひび割れの進展速度が速い大型試験体の方が影響を受

けやすい2)。一方，ウェブから生じた斜めひび割れを起

点に破壊が生じたB8-1.0，UB8-1.0，UB8-1.5試験体に関
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しては，図－5および図－6に示すように小型の試験体よ

りも耐力比の値は小さく，寸法効果の程度は小さい。こ

れは，耐荷機構がタイド－アーチ的な状態になった後，

ウェブから発生する最初の斜めひび割れが直線的であ

るため，第一斜めひび割れ発生後もストラット部で一軸

圧縮状態が保持されるためであると考えられる。特に，

a/dが1.0の試験体においては，主筋の付着の有無に関わ

らずウェブから進展した斜めひび割れを起点に破壊が

生じており，形成されるストラットの強さは主筋の付着

の有無によらず同じであると考えられる。そのため，せ

ん断耐力も主筋の付着の有無によらず同程度であった

と考えられる。 

4.4 支圧面積の影響 

 図－7および図－8に1点載荷および2点載荷の場合の

断面幅と支圧応力との関係をそれぞれ示す。ここで支圧

応力とは，載荷荷重を載荷点の総支圧面積で除した値で

ある。すなわち，2点載荷の場合の支圧面積は1点載荷の

場合の2倍であり，支圧応力の大きさは半分である。 

図－7に示すように1点載荷の場合，斜めひび割れの発

生以降，3体の試験体すべてにおいて支圧応力は増加せ

ず，直ちに破壊に至った。これは，斜めひび割れが発生

した時点で支圧応力がコンクリートの圧縮強度を上回

っているためであると考えられる。一方で，2点載荷の

場合は図－8に示すように，断面幅が50mmの試験体を除

いて，斜めひび割れ発生後も支圧応力は増加した。また

その程度は，断面幅が大きい試験体ほど顕著であった。

しかし，いずれの場合も支圧応力がコンクリートの圧縮

強度を上回ることはなかった。以上により，載荷時に支

圧応力がコンクリートの圧縮強度を上回らない水準に

おいては，断面寸法が大きい試験体ほど斜めひび割れの

進展抑制効果が発揮され，結果として寸法効果が軽減さ

れる可能性があることが示唆された。なお，斜めひび割

れ発生荷重は，1点載荷および2点載荷のどちらの場合に

おいても，スレンダーなはり部材において既に実証5)さ

れているように，断面幅の影響を受けないことが明らか

となった。 

 

5. ストラット－タイモデルによる耐力評価 

5.1 斜めひび割れを考慮したストラット－タイモデル 

 ディープビームのせん断耐力は斜めひび割れ発生後

のタイド－アーチ的な機構に支配されていることから，

ストラット－タイモデルを適用することによって耐力

を評価する手法が提案されている。田中ら3)は，以下に

示す仮定に基づき，集中荷重を受ける単純支持された部

材を対象に，アーチリブ厚さを考慮した斜めひび割れ発

生後のせん断耐力算定式を式(2)のように導出している。 

 

表－2 載荷試験結果 

実験値 計算値

No.1 48 32 147 19.2
No.2 226 152 313 22.6
No.3 685 580 575 17.1
No.4 45 33 129 17.8
No.5 217 152 345 21.7
No.6 668 573 647 16.7
No.7 36 27 251※) 14.3
No.8 114 103 538 11.4
No.9 258 355 991 6.4

No.10 41 27 300※) 16.3
No.11 173 105 600※) 17.3
No.12 444 353 1294 11.1
No.13 45 39 134 36.0
No.14 90 77 166 35.8
No.15 174 153 163 34.9
No.16 95 73 151 19.0
No.17 189 148 158 18.9

支圧
応力

(N/mm2)

※) 曲げ破壊したため，推定値

斜めひび
割れ発生
位置

l 1 (mm)

試験体
No.

最大せん断力
V u  (kN)
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図－5 耐力比と有効高さとの関係（a/d=1.0） 
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図－6 耐力比と有効高さとの関係（a/d=1.5） 
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仮定1)  斜めひび割れ発生時の圧縮側コンクリートは

弾性体とし，引張側は無視する。また，平面

保持を仮定する。 

仮定2)  斜めひび割れの起点は中立軸上にあり，引張主

応力方向に直交して進展する。 

仮定3)  終局状態のコンクリートの圧縮応力は等価応

力ブロックによって表すものとする。 

仮定4)  アーチリブ厚さをストラットの幅とする。 

仮定5)  せん断破壊は主筋の降伏前に起こる。 

 

   
( )2

1
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ここで，k1は圧縮強度の低減係数であり，Collinsらの提

案式6)を参考に式(3)によって与えられる。また， β は等

価応力ブロックに採用されている係数であり，本稿では

0.8とした。Z’cはアーチリブ厚さであり，式(4)によって

与えられる。 
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   zZZc −′=′     (4) 

 

ここで，Z’は中立軸位置であり，式(5)によって与えられ

る。また，zは中立軸位置から斜めひび割れ先端までの距

離であり，式(6)を満たす値である。 
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   ∫=
a

l
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1

tanθ     (6) 

 

ここで，l1は支点から斜めひび割れ発生位置までの距離

であり，xは支点から部材軸方向への距離である。また，

θは斜めひび割れの方向であり，式(7)を満たす値である。 

 

   
zx
zZ

⋅
−′

=
22

2tan θ    (7) 

 
すなわち，式(6)および式(7)を用いて中立軸位置から斜め

ひび割れ先端までの距離zを数値計算により求め，zの値

と式(5)からアーチリブ厚さZ’cを式(4)より決定し，最終
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図－7 断面幅と支圧応力との関係（1点載荷） 
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図－8 断面幅と支圧応力との関係（2点載荷） 
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図－9 モデルで使用した変数の定義 

 

的に式(2)を用いてせん断耐力Vcddを求めることができる。

式(2)から式(7)で使用した変数の定義は表－1と表－2お

よび図－9に示すとおりである。 

5.2 実験結果の評価 

 ひび割れ観察図から最初に発生した斜めひび割れ発

生位置l1を測定し，式(2)を用いてせん断耐力を評価した。

l1の値は表－2に示すとおりである。なお，曲げ破壊した

No.7，No.10，No.11試験体のうち，主筋の付着を有する

No.7試験体に関しては，斜めひび割れ発生位置l1を式(8)
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によって推定した。式(8)は，既往の実験のひび割れ図か

ら斜めひび割れ発生位置の規則性を見出し，定式化した

ものである3)。 

 
   ( ) ( )7.2//11.011 <⋅⋅−= daadal  (8) 

 

主筋の付着がないNo.10，No.11試験体に関しては，図－

4に示したUB8-1.5試験体の斜めひび割れ発生位置の傾

向を参考に， al =1 と仮定した。実験値を評価値で除し

た値を耐力比として整理すると，図－10のようになった。 

 図－10より，斜めひび割れを考慮した既往のモデル3)

を適用してせん断耐力を評価した場合，寸法効果の程度

は主筋の付着の有無によらず，a/dによって分類すること

ができた。ただし，既往の研究7)で確認されているよう

に，a/d=1.0であっても大きな寸法効果が見られる場合も

ある。載荷状況やコンクリートの破壊エネルギーが破壊

形式とひび割れ進展状況の遷移に影響を与えていると

考えられるが，この検討に関しては今後の課題としたい。 

 

6. 結論 

 有効高さや断面幅，主筋のかぶりといった試験体寸法

や，材料の構成要素，実験水準を可能な限り相似にした，

a/dが1.0および1.5であるディープビームの載荷試験を行

った結果，以下の知見を得た。 

(1) a/dが1.0の場合，あるいは主筋の付着を除去した場

合，寸法効果の程度は小さい。これは，ウェブから

発生する最初の斜めひび割れが直線的であり，第一

斜めひび割れ発生後もストラット部で一軸圧縮状

態が保持されるためである。 

(2) a/dが1.5の場合，主筋の付着を除去した試験体の方

がせん断耐力は大きい。これは，斜めひび割れ発生

位置がスパン中央寄りにシフトすることにより，圧

縮力を負担するストラットの有効幅が大きいため

であると考えられる。 

(3) a/d=1.0において，載荷時の支圧応力がコンクリート

の圧縮強度を下回る水準では，斜めひび割れの進展

抑制効果によってせん断耐力が向上し，寸法効果が

軽減される可能性がある。なお，斜めひび割れ発生

荷重は，1点載荷および2点載荷のどちらの場合にお

いても，断面幅の影響を受けないことが確認された。 

(4) a/dが1.0および1.5のそれぞれの場合において，斜め

ひび割れの発生位置を考慮した評価モデルを適用

することにより，せん断耐力の寸法効果の程度を主

筋の付着の有無によらず設定することができた。し

たがって，斜めひび割れの発生位置を把握できれば，

各a/dにおける寸法効果の程度を考慮した合理的な

設計が行える可能性がある。 

R  = 4.96 d -1/6

(a/d =1.0)
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図－10 ストラット－タイモデルによる耐力評価 
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